
証券コード：7434

第70期　報 �告 �書
2021年６月１日～2022年５月31日

「未来を創造しサステナブルな社会に貢献します」



　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　当社第70期決算（2021年６月１日から2022年５月31日まで）を終了いたしましたので、ここに
営業の概況等をご報告申し上げます。

株主の皆様へ

「未来を創造しサステナブルな社会に貢献します」

代表取締役社長

　当事業年度における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症拡大に
よる経済活動停滞からの回復で急激に需要が復調する一方で、サプライ
チェーンの混乱や人手不足等による供給側の混乱が続いております。そ
の中で新たな問題としてウクライナ紛争による天然資源等の供給制限が
発生、また中国のゼロコロナ政策における都市封鎖の影響による混乱が
懸念されております。このようなグローバルインフレ圧力については依
然として収束する兆しは見えず、景気の先行きの不透明感は極めて強い
ものとなっております。
　当管材業界におきましても、需要増加・供給制限による原材料価格の
上昇やそれに伴う製品価格の値上げ、原油価格高騰に伴う物流費の上昇
等、当社を取り巻く事業環境は引き続き予断を許さない状況にあります。
　このような状況の下、当社は「３カ年事業戦略中期経営計画」を策定
いたしました。そのビジョンである「中部圏強化」、「首都圏地盤固め」、
「働き方改革　生産性重視」を掲げ事業戦略を推進してまいりました。
　この結果、当事業年度における売上高は266億15百万円（前期比
11.3％増）となり、利益面につきましては、営業利益６億円（前期比
323.8％増）、経常利益は７億86百万円（前期比184.1％増）、当期純
利益は５億30百万円（前期比2.5％増）となりました。

営業の概況
　今後の見通しにつきましては、新型コロナウイルス感染症の拡大による
各種行動制限緩和が進む中、企業収益を取り巻く環境は最悪期より改善し
つつあり景気は比較的緩やかに回復するものと考えられますが、ウクライナ
紛争や中国のゼロコロナ政策によるロックダウンなどの影響により先行きは
不透明な状況で推移するものと思われます。また、物流費・人件費等が依
然として上昇し続けており、当社を取り巻く収益環境は引き続き厳しい状況
でありますが、経済活動再開による需要回復は継続するものと予想されます。
　このような環境下において、当社は「３カ年事業戦略中期経営計画」
のビジョン実現に向けて以下の課題に取り組んでまいります。

①商材拡大による一括受注体制作り
②付加価値商品の拡販による利益確保
③お客様のニーズに合ったサービスの提供
④社会の変化に対応できる組織作りと人材教育・育成
⑤業務の効率化と重要地域への人材投入

　以上により次期業績の見通しといたしましては売上高270億円、営業
利益５億５百万円、経常利益７億５百万円、当期純利益５億円を見込ん
でおります。

次期の見通し

経営理念

経営理念
社員の成長と幸せを追求し、
永続かつ発展的に企業価値を
高め、より良い社会環境創りに
貢献します。

～未来に向かって共に進む～
サステナブルな社会に貢献するために、
企業をつなぎ、必要とされ続ける「ベスト・パートナー」になります。
働きがい・働きやすさを追求する「ベスト・カンパニー」になります。

経営ビジョン 社員の成長

社会貢献社会貢献

社員の幸せ社員の幸せ 会社の成長会社の成長
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決算ハイライト

決算のPOINT
①　�需要増加、原材料価格の上昇に伴う製品価格の値上げによるため、売上高は前期比11.3％増、営業利益は同
323.8％増となりました。

②　配当金は普通配当25円・記念配当２円の合計27円（前期比４円増）といたしました。

第67期

26,459

第68期
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売上高（単位：百万円）

26,615百万円 600百万円 786百万円 530百万円

営業利益（単位：百万円） 経常利益（単位：百万円） 当期純利益（単位：百万円）

2022年
５月末

流動資産
14,728

2022年
５月末

負債
8,125

固定資産
6,303

2021年
５月末

流動資産
13,382

固定資産
6,381

純資産
12,907

2021年
５月末

負債
7,261

純資産
12,501

資産合計 負債・純資産合計
21,032

資産合計
19,763 21,032

負債・純資産合計
19,763

貸借対照表の概要（単位：百万円） その他経営成績、財政状態、配当金

第70期 第69期

１株当たり純資産 3,250.05円 3,151.95円

１株当たり当期純利益 133.63円 130.45円

自己資本比率 61.4％ 63.3％

配当金（１株当たり） 27円 23円

（注）�「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当事業年度の期首から適用したため、上記に係る対前期増減率は記
載しておりません。
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貸借対照表 損益計算書

キャッシュ・フロー計算書

当期
（2022年５月31日現在）

前期
（2021年５月31日現在）

資産の部
流動資産 14,728 13,382
現金及び預金 2,144 1,387
受取手形 2,482 2,998
電子記録債権 3,411 2,928
売掛金 4,128 3,698
商品 2,498 2,238
その他 63 131

固定資産 6,303 6,381
有形固定資産 4,320 4,371
無形固定資産 65 76
投資その他の資産 1,917 1,933

資産合計 21,032 19,763
負債の部
流動負債 7,115 6,227
電子記録債務 4,510 3,898
買掛金 1,918 1,791
その他 686 537

固定負債 1,009 1,034
負債合計 8,125 7,261
純資産の部
株主資本 12,525 12,078

資本金 1,312 1,312
資本剰余金 1,315 1,315
利益剰余金 10,438 10,000
自己株式 △ 541 △ 550

評価・換算差額等 381 423
純資産合計 12,907 12,501
負債・純資産合計 21,032 19,763

当期
自�2021年６月１日（�至�2022年５月31日�）

前期
自�2020年６月１日（�至�2021年５月31日�）

売上高 26,615 23,915

売上原価 22,982 20,915

売上総利益 3,632 2,999

販売費及び一般管理費 3,031 2,857

営業利益 600 141

営業外収益 194 182

営業外費用 8 47

経常利益 786 276

特別利益 － 462

税引前当期純利益 786 739

法人税、住民税及び事業税 297 209

法人税等調整額 △ 41 12

当期純利益 530 517

当期
自�2021年６月１日（�至�2022年５月31日�）

前期
自�2020年６月１日（�至�2021年５月31日�）

営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 926 △ 614

投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー △ 77 250

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー △ 91 △ 91

現金及び現金同等物の
増 減 額 （ 減 少 ： △ ） 757 △ 454

現金及び現金同等物の
期 首 残 高 1,387 1,842

現金及び現金同等物の
期 末 残 高 2,144 1,387

（単位：百万円未満切捨） （単位：百万円未満切捨）

（単位：百万円未満切捨）

財務諸表（要約）
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会社の状況

会社概要（2022年５月31日現在）

主要事業所（2022年６月１日現在）

役員一覧（2022年６月１日現在）

商 号 株式会社　オータケ
OTAKE�CORPORATION

本 社所在地 〒460-0002
名古屋市中区丸の内二丁目１番８号
052（211）0150

設 立 1952年５月15日

資 本 金 1,312,207,200円

事 業 内 容 管工機材の販売

社 員 数 255名

代表取締役社長 村井　　善幸
常 務 取 締 役 金戸　　俊哉 企 画 管 理 本 部 長
取 締 役 岡沢　　　等 営 業 本 部 長
取 締 役 服部　　　透 監 査 等 委 員
取 締 役 石原　　真二 監 査 等 委 員
取 締 役 赤星　　知明 監 査 等 委 員
執 行 役 員 丹羽　　正人 首 都 圏 営 業 部 長

兼 直 需 営 業 部 長
執 行 役 員 永森　　隆秀 名 古 屋 支 店 長
執 行 役 員 溝口　　大介 商 品 部 長
執 行 役 員 山田　　勝猛 営 業 本 部 部 長
（注）石原真二氏及び赤星知明氏は、社外取締役であります。

支 店 札 幌 支 店 札 幌 市 東 区 �011（784）7711
新 潟 支 店 新 潟 市 東 区 �025（271）7711
北 関 東支店 さいたま市見沼区 �048（687）8111
東 京 支 店 東京都江東区 �03（3635）8484
静 岡 支 店 静岡県富士市 �0545（63）4111
北 陸 支 店 富山県射水市 �0766（55）3311
名 古 屋支店 名古屋市中区 �052（211）0156
関 西 支 店 堺 市 美 原 区 �072（363）2811
九 州 支 店 福岡市博多区 �092（411）9128

営 業 所 神奈川営業所 神奈川県平塚市 �046（228）5711
物流拠点 名古屋物流センター 名古屋市中川区 �052（354）7531

浦安物流センター 千葉県浦安市 �047（350）7381
子 会 社 中国器材㈱ 山口県周南市 �0834（31）3456

札幌支店

新潟支店

北関東支店

浦安物流センター

北陸支店

神奈川営業所

静岡支店

中国器材㈱

関西支店
本社・名古屋支店

東京支店

名古屋物流センター

九州支店

本社
物流センター
支店・営業所
子会社
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株式の状況

株式の状況（2022年５月31日現在） 株式分布状況（2022年５月31日現在）

大株主（上位10名）

株価・出来高推移

（注）個人・その他には自己株式313,158株を含んでおります。

外国人
1,100株（0.0％）

個人・その他
2,041,470株
（47.6％）

証券会社
4,630株（0.1％）

地方公共団体
363,000株（8.5％）

金融機関
397,600株（9.3％）

その他国内法人
1,476,700株
（34.5％） 株式数

4,284,500株

0
2021 2022
6月 7月 8月 9月 10月 12月 1月 3月2月 5月4月11月

1,800

株価
（単位：円）

1,200

600

0

60,000

出来高
（単位：株）

20,000

40,000

（注）１．��当社は自己株式313,158株を保有していますが、上記大株主
からは除いております。

２．��持株比率は発行済株式総数から自己株式を控除した数に基づ
き算出しております。

株　　　主　　　名 持株数 持株比率

株 ％

オ ー タ ケ 持 株 会 443,800 11.2

西 尾 市 363,000 9.1

株式会社� キ ッ ツ 338,000 8.5

オータケ従業員持株会 308,489 7.8

岡 谷 鋼 機 株 式 会 社 163,000 4.1

鈴 木 　 照 151,000 3.8

株式会社� 三菱UF J銀行 130,000 3.3

尾 　 崎 　 美 津 子 113,300 2.9

株式会社� 名 古 屋 銀 行 107,600 2.7

株式会社� ベ ン 107,000 2.7

発行可能株式総数 13,000,000株

発行済株式総数 4,284,500株
（自己株式313,158株を含む）

株 　 主 　 数 728名
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トピックス

北関東営業所を北関東支店に改称いたしました
1991年９月の開業より「北関東営業所」として30年余り営業活動を行ってまいりましたが、首都圏
での業容拡大を目的として2022年６月１日より「北関東支店」に改称し、お客様への提案営業強化を
図ってまいります。

北関東支店所在地 埼玉県さいたま市見沼区丸ヶ崎2915-1
主要営業担当エリア 埼玉県、群馬県、栃木県

三河配送センターを開設いたしました
2022年３月　岡崎市大門において「オータケ三河配送センター」を開設いたしました。
名古屋物流センター（名古屋市中川区）と併せて、豊富な在庫を取り揃えることで従来以上にお客様
のニーズにお応えできる体制を構築いたしました。
また、三河地域における営業拠点としても活用することにより、お客様の更なる利便性向上にも取り
組んでまいりますのでご愛顧賜りますようお願い申し上げます。

配当金について
当社は2021年７月に創業75年を迎えることができました。これも株主様、お客様、仕入先様、関係
各位のご支援の賜物であり、心より御礼申し上げます。
社員一同、創業100年企業を目指して更なる成長と進化を遂げる所存であります。日頃のご支援に感
謝申し上げますとともに、第70期の配当金につきましては、普通配当25円・記念配当２円の合計27
円とさせていただきました。

株主優待制度
５月31日現在100株以上所有の株主の皆様には株主優待品としてクオカード1,000円分を贈らせてい
ただいております。
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株主メモ お知らせ

・未払配当金の支払について
株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社にお申
出ください。

・�住所変更、単元未満株式の買取等のお申出先に
ついて
株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
なお、証券会社等に口座がないため特別口座が開設され
ました株主様は、特別口座の口座管理機関である三井住
友信託銀行株式会社にお申出ください。

▪�事業年度 毎年６月１日から翌年５月31日まで
▪�定時株主総会 毎年８月
▪�基準日
　�定時株主総会・期末配当
　�中間配当

毎年５月31日
毎年11月30日

▪�公告方法 電子公告の方法により行います。
ただし、電子公告によることができない事故その
他のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済
新聞に掲載します。
公告掲載URL�https://www.kk-otake.co.jp

▪�株主名簿管理人及び
　�特別口座の口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社

▪�株主名簿管理人
　�事務取扱場所

〒460-8685　名古屋市中区栄三丁目15番33号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

▪�郵便物送付先

　�（電話照会先）

〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目８番４号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
電話　0120-782-031（フリーダイヤル）

▪�同取次窓口 三井住友信託銀行株式会社　本店及び全国各支店

株式会社オータケ
〒460-0002　名古屋市中区丸の内二丁目１番８号
052-211-0150

■�ホームページのご案内
当社に関する情報は、ホームページでも
ご確認いただけます。

https://www.kk-otake.co.jp

トップページ IR情報ページ


